
給与勧告の骨子 

本年の給与勧告のポイント ～過去５年の平均と比べ、約 10倍のベースアップ～ 

① 民間給与との較差：3,869 円[0.96％]を解消するため、初任給を高卒：約８％[12,000 円]､

大卒：約６％[11,000円]引き上げる等、俸給表を引上げ改定 

② ボーナスを 0.10 月分引上げ、民間の支給状況等を踏まえて期末手当及び勤勉手当に 0.05

月分ずつ均等に配分 

③ テレワーク中心の働き方をする職員の光熱・水道費等の負担軽減のため、在宅勤務等手当

を新設[月額：3,000 円] 

 ※ 過去５年の官民較差の額及び率の平均は、約 360円(約 0.1％)。大卒・高卒の初任給をともに 10,000円を超え

て引き上げるのは、平成２年以来 33年ぶり 

   官民較差の額 3,869 円は、平成６年の 3,975 円以来、29 年ぶりの水準。官民較差の率 0.96％は、平成９年の

1.02％以来、26年ぶりの水準 

 

Ⅰ 給与勧告制度の基本的考え方 

 ・国家公務員は、労働基本権が制約されており、代償措置としての人事院勧告（給与勧告）に

基づき給与を決定 

 ・国家公務員も勤労者であり、勤務の対価として適正な給与を支給する必要。給与勧告を通じ

て国家公務員に適正な処遇を確保することは、人材の確保等にも資するものであり、能率的

な行政運営を維持する上での基盤 

 ・主な給与決定要素を揃えた精密な比較を実施し、経済・雇用情勢等を反映して労使交渉等に

よって決定される常勤の民間従業員の給与水準と、常勤の国家公務員の給与水準を均衡さ

せること（民間準拠）を基本として給与勧告 

 

Ⅱ 民間給与との比較に基づく給与改定等 

１ 民間給与との比較 

   〔約 11,900民間事業所の約 46万人の個人別給与を調査（完了率 82.6％）して、精密な比較を実施〕 

＜月例給＞ 

  公務と民間の本年４月分の給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学

歴、年齢を同じくする者同士を比較 

  ○ 民間給与との較差3,869円（0.96％）〔行政職俸給表(一)適用職員…現行給与404,015円、

平均年齢 42.4 歳〕 

＜ボーナス＞ 

  昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年間の平均

支給月数を比較 

  ○ 民間の支給割合 4.49 月〔公務の平均支給月数…現行 4.40 月〕 

 

２ 給与改定の内容と考え方 〔実施時期：令和５年４月１日（ボーナスは、法律の公布日）〕 

＜月例給＞ 

 民間給与との較差(3,869 円)を解消するため、俸給表を引上げ改定 

 〔内訳：俸給 3,431円 はね返り分(※)438 円〕 ※ 俸給の改定により諸手当の額が増減する分 

○ 俸給表 

 ① 行政職俸給表(一) 
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 ・民間企業における初任給の動向や、公務において人材確保が喫緊の課題であること等を踏ま

え、初任給を次のとおり引上げ 

  ◇一般職試験（高卒者）7.8％[12,000 円] ◇一般職試験（大卒程度）5.9％[11,000円] 

  ◇総合職試験（大卒程度）5.8％[11,000 円] 

 ・初任給を始め若年層に重点を置き、そこから改定率を逓減させる形で引上げ改定 

（平均改定率：全体 1.1％[１級 5.2％、２級 2.8％、３級 1.0％、４級 0.4％、５級以上 0.3％]） 

 ・定年前再任用短時間勤務職員の基準俸給月額について、各級の改定額を踏まえ、所要の引上

げ改定 

 ② その他の俸給表 

 ・行政職俸給表(一)との均衡を基本に改定（指定職俸給表は、行政職俸給表(一)10 級の平均

改定率[0.3％]と同程度の引上げ改定） 

＜ボーナス＞ 

 民間の支給状況に見合うよう引上げ 年間 4.40 月分→4.50 月分（＋0.10 月分） 

 ・民間の支給状況等を踏まえ、支給月数の引上げ分は、期末手当及び勤勉手当に 0.05 月分ず

つ均等に配分 

   （一般の職員の場合の支給月数） 

 ６月期 12 月期 

令和５年度 期末手当 

      勤勉手当 

 1.20 月（支給済み） 

 1.00 月（支給済み） 

 1.25 月（現行 1.20月） 

 1.05 月（現行 1.00月） 

  ６年度 期末手当 

   以降 勤勉手当 

 1.225月      

 1.025月 

 1.225月 

 1.025月 

＜その他＞ 

 ・初任給調整手当：医療職俸給表(一)の改定状況を勘案し、医師の処遇を確保する観点から、

所要の改定 

 ・委員、顧問、参与等の手当：指定職俸給表の改定状況を踏まえ、支給限度額を引上げ 

 

３ 在宅勤務等手当の新設 

  在宅勤務等を中心とした働き方をする職員については、在宅勤務等に伴う光熱・水道費等の

費用負担が特に大きいことを考慮し、その費用負担を軽減するため、当該職員を対象とした在

宅勤務等手当を新設 

＜手当の概要＞ 

 ・住居その他これに準ずる場所で、一定期間以上継続して１箇月当たり 10 日を超えて正規の

勤務時間の全部を勤務することを命ぜられた職員に支給 

 ・手当額は月額 3,000円 

 ・令和６年４月１日から実施 

 ・在宅勤務等手当の新設に伴う通勤手当の取扱いを措置 

 

４ 非常勤職員の給与 

  本年４月、常勤職員の給与の改定に係る取扱いに準じて非常勤職員の給与を改定するよう

努める旨を、非常勤職員の給与に関する指針に追加。指針の内容に沿った適切な給与支給が行

われるよう、各府省を指導 
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